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平成1 0年に教育職員免許法が改正され，教員養成の方

針転換が行われた。この背景には，平成９年の教育職員

養成審議会第１次答申に示されたとおり，教員に対する

社会的要請と教職課程の教育内容との乖離，免許制度の

画一性・硬直性，不十分な教育内容・方法の３点が指摘

される。変化の時代を生きる社会人に必要な資質能力や

得意分野を持った個性豊かな教員を育成すること，大学

教育の過密化回避と自主的カリキュラム編成などを背景

として選択履修方式を導入すること，中学校における教

科指導・生徒指導等に関わる教職科目の比重を高めるこ

とが，その具体的な改善策として提言された。

表１は改正された免許法に示された中学校教諭１種免

許状取得に関わる単位数改正状況である。教科専門科目

の必要単位数が半減した一方で，教職専門科目の必要単

位数の増加と，教科・教職専門科目の選択履修方式の導

入が行われたことがわかる。この改正を受けて，国立の

教員養成系大学・学部のカリキュラム構造は大幅な変更

が加えられた。全国的に見ると，各科目区分における必

要単位数の変化は，教科に関する科目が平均1 5 . 6単位の

減少（最大で3 4単位減少），教職に関する科目が平均

1 1 . 4単位の増加（最大で3 1単位増加），教科又は教職に

関する科目が新規に平均4 . 4単位設定（最大で2 0単位設

定）となっている（1）。

本学教育学部では平成1 1年度以降の入学生から新カリ

キュラムによる教員養成を行っている。中学校教諭１種

免許状取得をめざす理科教育専攻学生に対して，表２に

示す単位数を卒業要件として必修又は選択必修として設

けている。教科専門科目は実験を半減させることで，2 4

単位から2 0単位へ必修単位が削減された。一方で，理科

教育法科目は以前の４単位（中等理科教育法概説，中等

理科教育法実験Ⅰ･Ⅱ）に加えて新たに６単位（中等理

科教育臨床や中等理科教育法特講Ⅰ･Ⅱ等）を課すこと

で，1 0単位へ拡大された。その他に選択必修に６単位が

設定されており，トータルでは3 0単位から3 6単位へと理

科教育関連科目の単位数は拡大している。しかしながら，

これら卒業要件上で必修・選択必修とされた単位数とは

別に，免許法を根拠にして教科専門科目を4 0単位以上修

得することを指導していた旧カリキュラムと比べると，

新カリキュラムでは教科専門科目の大幅な削減，理科教

育法科目の若干の充実という構図が明確に浮かび上がっ

ている。

上述の教育職員免許法の改正内容や教員養成カリキュ

ラムの改訂内容が，実際に履修学生の実態や教育現場･

地域社会の要請に見合った妥当なものとなっているのか

を，教員養成系大学・学部は継続的に評価するとともに，

内容修正が必要かどうか適宜検討する必要がある。この

ような見地に立ち，本学が立地する島根県内の現職教員

を対象に，免許法改正や教員養成カリキュラム改訂の認

知度や，自身が履修したカリキュラムとの比較評価に関

する調査を実施して彼らの認識を明らかにすることは，

今後，教育現場に向けて本学がカリキュラム改訂の意義

や成果をアピールする上で，さらには改訂に伴う実践的
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指導力の育成への効果を測る上で有効な情報を提供する

ものと考える。

よって，本研究はこの点を鑑み，実証的アプローチを

用いて得られた中学校理科教員の認識の実態に基づい

て，教員養成系学部における中学校理科教員養成プログ

ラムの現状と課題について明らかにしようとするもので

ある。

島根県内の中学校1 1 8校へ質問紙を送付して所属する

理科教員から回答を受ける，郵送法による調査を平成1 3

年２～３月に実施した。その結果，7 2校（学校回収率

6 1％）の1 2 6名（県内中学校の理科免許状保持者の4 4％）

からの回答を得た。

回答者の出身学部と教職経験年数とのクロス集計表を

表３に示す。これによれば，教職経験1 4年目（昭和6 2年

頃の採用）を境に教員養成系学部卒と他学部卒との構成

比が逆転している。バブル景気による就職環境の変化の

ほか，昭和6 2年の教育職員養成審議会答申に伴った養成

カリキュラム改正や，教員採用の方針変化の影響と考え

られる。

質問紙は，この度の免許法改正の特色としてあげられ

る，表４に示した４項目への見解を尋ねる内容で構成し

た。項目毎に小問を用意し，選択式または自由記述式で

の回答を求めた。

データ分析では，回答者集団全体での回答傾向のほか，

表３に示した［1 4年を境にした教職経験年数］×［出身

学部］の４つの回答者群毎での回答傾向の特徴を明らか

にする。これより，本学教育学部の教員養成カリキュラ

ムが教育実践へ及ぼす効果に関する現職教員の認識の違

いが，彼らの履修カリキュラムや教職経験年数の差異に

よって引き起こされているかを捉える。また，現行カリ

キュラムへ示唆される課題や，今後必要となる改善点に

ついて検討する。

（1）教育実践における教科専門・教職専門科目の有用

度について

現職教員がこれまでの経験から，教員養成カリキュラ

ムのどの分野の授業科目を「履修しておいてよかった」

または「履修しておけばよかった」と考えているのかを

尋ねた。用意した1 2の選択肢（その他を含む）の中から

複数回答可で回答を求めた。表５は授業科目ごとの平均

値を，図１は平均値に有意差のみられた授業科目と集団

間を示す。

半数以上の理科教員に履修意義が見いだせた項目に

は，ｂ．理科の教科専門（ 7 4 %），ａ．理科の指導法

（6 9 %），ｉ．生徒指導や進路指導（5 8 %），ｊ．教育相

談（カウンセリング）（5 2 %）があげられる。逆に，理

科教員の大多数に履修意義が見いだせていない項目に

は，ｃ．理科以外の教科等の指導法（8 %），ｇ．教育課

程の意義や編成方法（1 2 %），ｄ．理科以外の教科専門

（1 4 %），ｅ．教職の意義や職務内容（1 5 %）があげられ

る。集団間で有意差の見られる項目としては，ａ・ｃ・

ｄ・ｊなどが見られるが，概して経験年数では1 4年未満

の方が，出身学部では他学部卒の方が有意に高い数値を

示していることがわかる。

また，表６は授業科目間の回答の類似度（相関係数）

を用いて処理した因子分析の因子行列を示し，図２は因

子得点平均値に有意差のみられた因子と集団間を示す。

「因子１：他教科指導に関わる科目」「因子２：教職の技

法に関わる科目」「因子３：理科指導に関わる科目」「因

子４：教育心理の基礎理論科目」の４因子が抽出された

が，因子１及び因子４に関してそれぞれ１集団間で有意

差が見られた。

このほか，設置されていれば教員になって有効であ

ったと考える授業科目の内容について自由記述を求め

た。３名以上が回答したものについてまとめたものを表

７に示す。上位を占める４項目は1 0人以上からの指摘を

受けたものであり，「中学・高校の実験・観察に関する

授業」「理科の指導法に関する授業」「生徒指導や教育相

談に関する授業」「教材開発・教材研究に関する授業」

が該当する。

（2）教育職員免許法の改正による単位数内訳の変更に

ついて

免許法改正の結果であるところの，中学校教諭１種免

許状取得に関する科目区分（「教科に関する科目」「教職

に関する科目」「教科又は教職に関する科目」）ごとの必

要単位数の変更に対する意見を選択式で尋ねた。３名の

未回答を除く1 2 3名から回答を得た。その結果について，

表８に示す。

「どれとも言い難い」と態度を保留した者が６４名と

半数以上を占めた。残る5 9人の中で「全く反対」という

否定的態度を表明した者は３分の１にあたる2 0名であっ

た。

（3）教科専門科目・理科教育法科目における内容・方

法のあり方について

教科専門科目（Ａ群）の内容・方法のあり方について

小問を６つ，理科教育法科目（Ｂ群）の内容・方法のあ

り方について小問を８つ用意し，それぞれの小問がとり

Ⅱ．方　法

Ⅲ．結　果
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あげる意見への同意度を尋ね，図３の４段階尺度を用い

て回答を求めた。回答の統計処理に当たっては，図３に

示すような尺度の数値化を行った上で実施した。

表９は小問ごとに意見への同意度の平均値を示し，図

４は平均値に有意差のみられた小問と集団間を示す。

同意度が 3 . 0以上で，記載内容に非常に賛成する傾向

にあると分類できる項目には，Ａ．教科専門科目に関す

るものでは１（3 . 6 3）・２（3 . 0 2）が，Ｂ．理科教育法

科目に関するものでは４（ 3 . 6 7）・１（ 3 . 6 0）・７

（3 . 2 9）・８（3 . 1 7）・５（3 . 1 3）があげられる。逆に，

同意度が 2 . 5未満で，記載内容にどちらかといえば反対

する傾向にあると分類できる項目には，Ａ．教科専門科

目に関するものでは３（ 2 . 1 8）が，Ｂ．理科教育法科目

に関するものでは２（2 . 4 3）があげられる。集団間で同

意度に有意差が見られる項目としてはＡ－２，Ｂ－３な

どが見られるが，項目によって有意に高い数値を示す集

団の傾向に規則性が見られる。

また，表1 1は回答の類似度（相関係数）を用いて処理

した因子分析の因子行列を示し，図５は因子得点平均値

に有意差のみられた因子と集団間を示す。「因子１：科

目名が示す授業内容の明瞭さ」「因子２：教科専門科目

の取扱範囲と程度」「因子３：学校教育の現状理解の向

上」「因子４：生徒の発達理解の向上」「因子５：理科で

の実践的指導力の向上」の５因子が抽出されたが，どの

因子も因子得点が有意に高い数値を示す集団の傾向にそ

れぞれ規則性が見られた。

（4）学習指導要領改訂への意見と教員養成プログラム

への要望

平成1 0年1 2月に改訂された中学校学習指導要領に対

して教員が保持している意見は，この度の教育職員免許

法の改正や養成カリキュラムの改訂の意義に関する彼ら

の理解度を知るうえで，重要な手がかりとなるものと考

える。そこで，①学習指導要領改訂による内容取り扱い

の変更について，②学習指導要領の定義を「最低基準」

として捉え直したことについて，さらに，③学習指導要

領改訂に対応させた養成カリキュラムの変更について，

以上３つについて意見を自由記述で求めた。その結果を

順に表11，表12，表13に示す。

学習指導要領における内容取り扱いの変更や最低基準

へのとらえ直しに関しては，反対の姿勢を示す回答が賛

成の２倍以上得られた。これは，表８に示す免許法改正

への賛否を尋ねた結果とは全く逆の傾向にある。ただし，

①長所と短所をあげて態度を保留している者もあるこ

と，②無回答の者が多いこともあり，どちらかといえば

学校現場ではまだ態度がはっきりしない状況にあること

がうかがえる。特に，経験年数が1 4年未満で教員養成系

学部出身の者が態度をあまり表出していない点が注目さ

れる。

教員養成カリキュラムの変更に対する要望としては，

「教科指導に必要な専門知識・技能の育成」が最も多く，

3 0人以上から指摘を受けている。次いで「実践力育成の

ために実習や演習の増加」「教員に必要な人間性や柔軟

性の育成」の２項目がそれぞれ1 0人以上から指摘を受け

ている。特に，後者２つの項目については，経験年数1 4

年以上の他学部出身者からの指摘が多いことに特徴が見

られる。

このほかに，養成プログラムに関する意見・要望を自

由に記述できる質問を巻末に用意した。ここでの回答に

ついてまとめたものについて，表1 4に示す。「①教員と

しての人間性の育成を（生徒指導能力育成等を含む）」

という意見を延べ3 0件以上受けたのを筆頭に，「②実践

的に行える実習や演習の充実を」「③理科の指導法の育

成・教材研究の充実を」「④教科専門の充実を」の３つ

の意見をそれぞれ延べ1 0件以上受けている。特に，②や

③の意見は経験年数1 4年以上の他学部出身者から多く受

けていること，④の意見は経験年数1 4年未満の教員養成

系学部出身者から多く受けていることに，特徴が見られ

る。

分析結果より，島根県内の中学校理科教員の回答に見

られる特徴をまとめるならば，次のことがあげられる。

①「理科の教科専門・指導法」や「生徒指導・教育相談」

に関する授業科目に教員の半数以上が履修意義を見い

だしていた。

②教職経験が少ないほど，また教員養成系学部よりも他

学部の卒業者の方が「理科の指導法」「他教科の教科

専門・指導法」「教育相談」「教育実習」等の履修意

義をより強く感じていた。

③免許法改正による必要単位数変更に関して，半数は意

見を保留したものの，２：１で賛成派が多く占めた。

④教科専門科目に関して，「広範かつ深い」取扱内容を

求めており，教職経験の少ない方がその傾向が有意に

強い。

⑤理科教育法科目に関して，教職経験の少ない教員養成

系学部卒業者は実験技法や教材研究等の具体的演習を

求める傾向が有意に強い。一方，教職経験の多い者は

指導計画に関する演習や，生徒の学習理解を深める講

義を求める傾向が有意に強い。

⑥「教科指導に必要な知識・技能」「実践力育成」の他

Ⅳ．まとめ
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に，「教員に必要な人間性や柔軟性の育成」を教員養

成カリキュラムに求めている。特に，教職経験の多い

他学部卒業者においてその思いが強い。

⑦経験の少ない教員養成系学部卒業者の回答から，教員

養成プログラムは実践的指導力の必要性認識の形成に

貢献しているが，学校教育に関する議論へ意欲的に関

与する姿勢を育成する点において課題が残される。

本研究のアンケート調査では，本学教育学部の卒業者

に限らず，幅広く県内の中学校に配属されている理科教

員を母集団として実施されたわけであるため，本学教育

学部の教員養成カリキュラムの改善箇所を直接的に指摘

するものではない。しかしながら，上述の７点は本学教

育学部が自覚すべき学校教育現場の現状を示しており，

改善に向けた多くの示唆が含まれたものである。これら

を踏まえつつ，また，４つの回答者群毎で比較して浮き

彫りとなった特徴に最大限配慮しながら，今後において

とられるべき中学校理科教員養成プログラムの編成方針

について，さらには各種の講義において目指すべき取り

扱い内容・方法の改善方略について検討を加えていくこ

ととしたい。

＊本研究は，秋重が研究企画を行い，秋重・西山・平野

の３名でアンケートの原案作成及び調査の依頼・実施

等を行い，平野が回答データ処理及び本稿作成を担当

した。

＊本研究で用いた調査データは，文部科学省の「教職課

程における教育内容・方法の開発研究事業」の１つと

して島根大学教育学部カリキュラム研究会（代表 山下

晃功）が取り組む「中学校教科教育法における教育内

容・方法の開発研究」の一環で実施されたアンケート

によるものである。

（1）国立の教員養成系大学・学部の在り方に関する懇談

会（第５回：平成1 2年1 2月）における配布資料より

（平成12年12月調べ）

註

引用文献



平野 俊英・西山成信・秋重幸邦 25



中学校理科教員養成プログラムの現状と課題　－ 実践力と人間性の育成の間で －26



平野 俊英・西山成信・秋重幸邦 27



中学校理科教員養成プログラムの現状と課題　－ 実践力と人間性の育成の間で －28



平野 俊英・西山成信・秋重幸邦 29




